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はじめに 

統計委員会では、毎年度、統計法（平成19年法律第53号）第55条第２項の規定により、総務大

臣が取りまとめた統計法の施行状況について報告を受けており、同条第３項の規定に基づく意

見を総務大臣又は関係行政機関の長に対して述べる要否を含め、審議を行っている。 

この審議は、専ら、統計法第４条の規定に基づく「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以

下「基本計画」という。）において検討・実施が求められた事項を対象にしており、これら事項

の着実な推進を図る上からも重要な役割を担っている。 

これまで基本計画は、第Ⅰ期が平成21年３月13日に、第Ⅱ期が平成26年３月25日に閣議決定

され、統計行政全般に関するマスタープランとして機能してきた。現行の第Ⅲ期基本計画は、平

成30年３月６日に閣議決定されたものであり1、統計委員会の機能強化などを内容とする統計法

の改正（平成30年法律第34号）ともあいまって、公的統計の整備は、新たな局面を迎えている。 

このような中、本年度の統計法施行状況に関する審議は、令和元年度に各府省が行った取組

のうち、統計委員会において、その詳細な確認が必要とされた事項について、関係府省の取組を

評価するものであり、本報告書は、統計委員会企画部会における審議結果を取りまとめたもの

である。 

なお、本報告書の構成は、これまでと同様、「本編」と「資料編」からなっている。このうち、

「本編」では、企画部会における審議結果等を概括しており、「資料編」では、企画部会で使用

された資料等で構成している。 

1 第Ⅲ期基本計画については、平成 31 年１月に明らかとなった統計の不適切事案を受け、統計委員会の再発

防止策（令和元年９月）や統計改革推進会議の総合的対策（令和元年 12 月）を具体化し、新たな取組を確実

に実施するため、一部変更が行われている（令和２年６月２日閣議決定）。 

なお、本年度の統計法施行状況に関する審議は、令和元年度末までの各府省の取組状況について実施する

ものであり、上記変更により基本計画に新たに反映された事項については、今回は審議の対象ではない。
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Ⅰ 審議経過等 
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１ 審議の枠組み 

総務大臣は、統計法第55条第１項の規定に基づき、統計法の施行状況について各府省

に報告を求め、同条第２項の規定に基づき、毎年度その報告を取りまとめ、その概要を

公表するとともに、統計委員会に報告することとされている。そして、この報告を受け

た統計委員会は、同条第３項の規定に基づき、関係大臣に意見を述べることができるこ

ととされている。 

２ 審議の対象（本報告書の対象） 

本報告書は、第Ⅲ期基本計画に記載された事項に係る令和元年度の各府省の取組状況

について、総務大臣からの報告（令和元年度の統計法施行状況報告（基本計画関連事項

編）1）を受けて令和２年度に企画部会で審議した事項について結果をとりまとめたもの

である。 

３ 審議の進め方 

（１）審議方法

審議は、企画部会において、関係府省からの提出資料やヒアリング等を通じ、取組

状況や今後の見通し等を確認するという方法で実施し、結果を報告書として取りまと

めることとした。 

（２）審議事項の選定の考え方

令和元年度の統計法施行状況報告（基本計画関連事項編）は、新型コロナウイルス

感染症の影響により、例年より１か月遅れて報告を受けることとなった。一方で、関

係府省における取組の更なる推進を促すため、早急に本審議を行う必要もあった。こ

のため、審議事項については、次の３点に含まれる事項を中心に選定することとし、

委員から意見を聴取した後、部会の協議を経て決定することとした。 

① 実施時期が令和元年度（平成 31 年度）内とされている事項（14件）

② 実施時期が令和元年（年度）（平成 31 年（年度））からとされている事項（９件） 

③ 実施時期が令和２年（平成 32 年）調査の企画時期までとされている事項（４件） 

４ 審議経過 

上記「３」の審議の進め方に沿って、企画部会で審議を行った。 

審議経過は、以下のとおりである。 

  令和２年 

７月31日 第153回統計委員会において、総務大臣が統計委員会に対し、「令和元

年度統計法施行状況報告＜基本計画関連事項編＞」を提出 

７月31日 第10回企画部会において、審議の進め方（「令和元年度統計法施行状

1 令和元年度の統計法施行状況報告は、新型コロナウイルス感染症の影響により、２段階に分けて報告する

こととされた。同報告のうち、基本計画関連事項編以外の取組（令和元年度における統計調査の実施状況

等）については、令和２年 11 月以降に報告される予定である。
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況に関する審議の進め方について」（令和２年７月31日企画部会決定）

（資料１参照））を決定 

８月27日～ 

９月９日 

第11回企画部会において、各府省からの報告に関して改めて確認する

必要があるものとして、以下３件の審議事項を決定 

・経済構造実態調査の創設

・人口動態調査のオンライン報告システムの改修

・統計に関する国際機関等の情報の共有

10月１日 第12回企画部会において、審議事項について各府省ヒアリングを実施 

10月29日 第13回企画部会において、「令和元年度統計法施行状況に関する審議

結果報告書（第Ⅲ期基本計画関連分）（案）」を提示し、審議の上、決

定、公表 
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Ⅱ 第Ⅲ期基本計画への取組状況に

関する審議結果 
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１ 経済構造実態調査の創設 

経済構造実態調査の創設について、第Ⅲ期基本計画では、総務省及び経済産業省が、関連

基幹統計の指定の解除・見直しと合わせ、商業統計調査、サービス産業動向調査（拡大調査部

分）及び特定サービス産業実態調査を統合し、中間年経済構造統計を作成するための基幹統

計調査として、経済構造実態調査を創設し、令和元年度（2019年度）から実施することとされ

ている。 

（１）取組状況 

経済構造実態調査は、「統計改革推進会議最終取りまとめ」（平成29年５月統計改革推進

会議）や第Ⅲ期基本計画において、経済センサス‐活動調査の中間年における経済構造統

計を作成するための基幹統計調査として、令和元年度から実施することが求められた。 

これを踏まえ、総務省及び経済産業省は、統計委員会への諮問及び答申（「諮問第113号の

答申 中間年における経済構造統計の整備について」（平成30年８月28日付け統計委第８号。

以下「前回答申」という。））を経て、商業統計調査、サービス産業動向調査（拡大調査部分）

及び特定サービス産業実態調査を統合し、中間年経済構造統計を作成するための基幹統計

調査として経済構造実態調査を創設し、令和元年度に第１回調査が実施されたところであ

る。 

その概要は、以下のとおりである。 

ア 調査対象数

甲調査1は約19.3万企業、乙調査2は約5.2万企業・事業所を対象として実施された。

イ 調査票回収状況

調査票回収率は、甲調査は86.8％、乙調査は81.0％であった。なお、甲調査の調査客体

のうち、独立行政法人統計センターにおいて企業専任の職員を配置して回答をサポート

した上場企業等約3,000企業についてみれば、調査票回収率は98.6％に上った。 

ウ 公表状況

甲調査に関する集計結果については、一次集計結果が令和２年３月31日、二次集計結

果が同年７月31日に公表されている。また、三次集計結果については令和２年10月下旬に

公表される予定である。 

また、乙調査に関する集計結果については、甲調査の二次集計結果と同時に、令和２年

７月31日に公表されている。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

経済構造実態調査の創設は、経済センサス‐活動調査の中間年における産業横断的な年

次統計の作成・提供、中間年ＳＵＴの精度向上等の実現を図る上で、基盤・中核となる重要

な取組の一つであり、同調査がおおむね円滑に実施されたことは評価できる。 

1 「甲調査」は、日本標準産業分類Ｅ～Ｒ（製造業、サービス業）に属する企業（個人経営の企業及び一部

の産業に属する企業を除く。）を対象に、売上・費用の構造を横断的に把握する調査である。
2 「乙調査」は、特定のサービス業等に属する企業及び事業所を対象に、特定産業の特性事項を把握する調

査である。
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総務省及び経済産業省においては、令和２年度末に予定されている統計委員会への諮問

に向けて、引き続き、第Ⅲ期基本計画に記載されているその他の事項3や、前回答申におい

て当委員会が指摘した「今後の課題」4について十分な検討を行うことが必要である。 

3 第Ⅲ期基本計画においては、経済構造実態調査に関し、今回審議した同調査の創設のほか、同調査に工業

統計調査を包摂することに向けて結論を得ることや、令和３年経済センサス‐活動調査や中間年ＳＵＴの検

討動向を踏まえつつ調査事項等の見直しを検討する等の取組が掲げられている。
4 前回答申においては、経済構造実態調査に関し、利用者ニーズや報告者の更なる負担軽減にも留意した適

切な調査事項の設定、調査の範囲や調査事項等の見直しや集計の充実、乙調査の位置付け及び調査事項の再

検討などの課題を指摘している。
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２ 人口動態調査のオンライン報告システムの改修 

第Ⅲ期基本計画では、厚生労働省が、人口動態調査について、作成事務の更なる効率化に

向けたオンライン報告システムの機能追加・改修に引き続き取り組み、令和元年度（2019年

度）中に実施することとされている。 

（１）取組状況 

人口動態調査は、戸籍法（昭和22年法律第224号）及び死産の届出に関する規程（昭和21

年厚生省令第42号）の規定に基づいて届け出られた出生、死亡、婚姻、離婚及び死産の全数

を把握し、その実態を明らかにすることを目的として実施されているものである。 

報告の系統は、上記届出に基づいて市区町村において調査票等の作成を行い、保健所、保

健所を設置する市・特別区、都道府県において、それぞれ調査票の受付及び内容審査等を経

て、厚生労働省に提出されるものとなっている。 

これまで、厚生労働省は、本調査の業務の効率化及びコスト削減のため、人口動態調査令

施行細則（昭和23年厚生省令第６号）の一部改正（平成29年10月２日）により、調査票の送

付については原則、オンライン報告システムを用いることとしており、また、同システムの

利用促進に向け、関係機関に対する説明会の実施や導入の依頼等のほか、令和元年度中に

同システムのユーザーの利便性の向上等を図るための機能追加・改修を行うなどの取組を

実施している。 

これらの取組により、オンライン報告システムは、令和２年８月末現在、全ての都道府

県、保健所及び全国の約三分の一の市区町村において導入済となっている。 

また、オンライン報告システムが未導入の残りの約三分の二の市区町村においても、調

査票等は、ＵＳＢメモリなどの電子媒体で保健所に送付しており、ほとんどの市区町村で

調査票等の電子化が図られている状況となっている。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

厚生労働省が関係機関に対して人口動態調査のオンライン報告システムの利用促進に継

続的に取り組んでおり、その結果、全ての都道府県及び保健所において導入されているこ

とや、市区町村においても導入がある程度進展していることは評価できる。 

一方、同調査において重要な役割を担う保健所は、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大による業務の逼迫が指摘されており、オンラインでの報告の意義が再確認されたところ

である。 

このため、厚生労働省は、オンライン報告システムを未導入の市区町村に対し、その理由

を十分に確認した上で、更なる利用の促進を図ることや、今後の行政のデジタル化に係る

検討内容を踏まえ、統計業務の継続性の確保の観点から、システム改修等を通じたデータ

収集の迅速化・統計作成事務の効率化に継続的に取り組むことが望まれる。 
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３ 統計に関する国際機関等の情報の共有 

第Ⅲ期基本計画では、総務省及び各府省が、統計に関する国際比較可能性の更なる向上を

図る観点から、統計委員会を中心に各府省間の連携を図り、国際機関への情報発信や国際機

関における統計関係の議論・調整状況などに関する情報共有を強化する取組を平成30年度

（2018年度）から実施することとされている。 

（１）取組状況 

ア 統計に関する国際的な情報の各府省間の共有

総務省及び各府省は、平成30年度以降、「国際統計に関するワーキンググループ」5の会

合を毎年開催しており、令和２年１月15日に開催された第２回会合では、国際連合が掲

げる「持続可能な開発目標」のグローバル指標（以下「ＳＤＧグローバル指標」という。）

を巡る最近の動向など国際的な課題のほか、各府省等が出席した、又は出席予定の統計

関係の国際会議に関する情報共有等が行われた。 

イ 国民経済計算における国際的議論への参画

内閣府は、国際基準策定に向けた国際議論に貢献することを目的として、平成30年４

月、経済社会総合研究所国民経済計算部に新たに国際基準課を設置し、国際機関（ＯＥＣ

Ｄや国際連合）の統計部局等が主催する会合に出席の上、意見表明や我が国の取組に関

する報告を行うなど、2008ＳＮＡ改定（2025年予定）に向けた国際議論に参画するなどの

取組を行っている。 

ウ 特別データ公表基準（ＳＤＤＳ）プラスにおける未対応の項目の公表

特別データ公表基準（ＳＤＤＳ）プラスは、ＩＭＦが定める経済・金融に関するデータ

をタイムリーに公表するための最高水準の公表基準である。我が国では、金融健全性指

標や債務証券などの公表により参加条件（９項目中５項目の公表）を満たしたことで、平

成28年４月に参加した。対応未了であった４項目のうち３項目については既に公表され

ており、現在、関係府省等の連携の下、残る１項目（四半期の一般政府収支（内閣府所

管））の公表に向けた検討が進められている。 

エ ＳＤＧグローバル指標の対応拡大

ＳＤＧグローバル指標は、「持続可能な開発目標」における17の「ゴール」をより具体

的に書き下した169の「ターゲット」それぞれについて、進捗度を測定するために設定さ

れているものであり、毎年、国連統計委員会の議論を経て見直しが行われている。 

我が国では、令和元年８月以降、外務省のウェブサイトである「ＳＤＧｓアクション・

プラットフォーム」6においてＳＤＧグローバル指標の作成方法や算出値が公表されてお

り、現在、127指標が公表されている。 

今後、国連統計委員会で見直しが行われた指標について、関係府省間で連携の上、公表

を行うことや、公表可能な指標を拡大するため、国内指標が未整備のターゲット等につ

5 国際統計に関するワーキンググループは、各種の統計に関する国際会議、国際機関及び諸国の諸情報を府

省等間において緊密に報告・連絡し合うとともに、国際協力の推進に関する事項について、政府部内の連絡

及び調整並びに検討を行うことを通じて、統計の国際協力の総合的な推進に資するため、統計企画会議の下

に設置されているもの
6 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/statistics/index.html
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いて、持続可能な開発目標（SDGs）推進円卓会議関係者等と議論を行うことなどが予定さ

れている。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

統計に関する国際的な情報の各府省間の共有や、国民経済計算における国際的な情報発

信の取組については、評価できる。 

一方で、グローバル化の進展や、昨今の新型コロナウイルス感染症の世界的な流行など

の影響に対処していく上で、統計に関する国際比較可能性の確保等の重要性は高いものと

考えられる。 

このため、総務省及び各府省は、ＳＮＡ改定、ＳＤＧグローバル指標の整備に加えて、そ

の他の統計に関しても、国際的な比較可能性についての検討を行い、その向上を図るとと

もに、統計データの収集方法等も含め、より一層、国際機関への情報発信や国際機関におけ

る統計関係の議論・調整状況などに関する情報共有の強化に取り組むことが望まれる。 
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【資 料 編】 
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令和元年度統計法施行状況に関する審議の進め方について 

令和２年７月 31日 

企画部会 

１ 基本的な考え方 

○ 本審議は、統計委員会が、統計法第 55条の枠組みの中で、「公的統計の整備に関する

基本的な計画」（以下「基本計画」という。）に掲げられた事項についての各府省の取組

状況などを把握することにより統計法の施行状況について確認を行い、その着実な推進

を図るために実施

○ なお、本審議は、令和元年度末までの各府省の取組状況についての報告を受けて行う

ものであり、令和２年６月に基本計画に新たに反映した事項は対象外

○ また、新型コロナウイルス感染症の影響により、例年より１か月遅れて報告を受けた

ところ。一方、関係府省における取組の更なる推進を促すため、早急に本審議を行う必

要があり、令和元年度内に取り組むこととされている事項を中心に重要事項を絞り込ん

で審議を行うことを想定

２ 基本計画への取組状況等に関する具体的な審議の進め方について 

（１）全体の流れ

以下のとおり、想定（別添参照）

 ７月の企画部会において審議の進め方及び審議事項の選定の考え方を決定

 ８月の企画部会で具体的な審議事項を決定

 ９月の企画部会で審議

 10月の企画部会で審議結果を取りまとめ

（スケジュールについては新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、適宜見直し）

（２）審議事項の選定の考え方

基本計画別表に掲げられた事項の中から次の３点を考慮し選定する。

① 実施時期が令和元年度（平成 31年度）内とされている事項（14件）

② 実施時期が令和元年（年度）（平成 31年（年度））からとされている事項（９件）

③ 実施時期が令和２年（平成 32年）調査の企画時期までとされている事項（４件）

その他の事項も含め委員から意見を収集の上、部会の協議を経て具体的な審議事項を

決定 

審議事項の件数については、新型コロナウイルス感染症に係る担当部局の業務の状況

やスケジュール等を考慮し、数件程度を想定。 

（３）審議方法

審議は、審議事項に関して関係府省から資料の提出を求めた上で、関係府省に対する

ヒアリング等を通じ、取組状況や今後の見通し等を精査するという方法で実施し、結果

を取りまとめる。

（４）審議部会

企画部会で審議を行う。ただし、国民経済計算に関する案件については、専門性を考

慮し、国民経済計算体系的整備部会において議論し、その結果を踏まえ対応する。 

令和２年７月31日
　企画部会決定

資料１
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令和元年度施行状況報告に関する審議スケジュール（想定） 

７月 統計委員会 

・ 総務省から報告

・ 企画部会に付託

７月 企画部会 

・ 審議について審議事項の選定の考え方、審議候補事項及び審議件数見込み、審議の進

め方を説明 

８月 企画部会 

・ 委員意見等を踏まえ選定した審議候補事項を提示

・ その場で協議し、審議事項を最終決定

９月 企画部会 

・ 審議

10月 企画部会 

・ 審議結果報告書案の提示・決定

18



令
和

元
年

度
施

行
状

況
報

告
の

審
議

対
象

事
項

（
案

）
項

目
N
o
.

項
　

目
具

 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

元
年

度
（

2
0
1
9
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施
済
み

等
の
別

対
応

案

第
２

3
9
１

国
民

経
済

計
算

を
軸

と
し

た
横

断
的

・
体

系
的

な
経

済
統

計
の

整
備

推
進

(
2
)

経
済

構
造

統
計

を
中

心
と

し
た

経
済

統
計

の
体

系
的

整
備

の
推

進
等

◎
関

連
基

幹
統

計
の

指
定

の
解

除
・

見
直

し
と

合
わ

せ
、

商
業

統
計

調
査

、
サ

ー
ビ

ス
産

業
動

向
調

査
（

拡
大

調
査

部
分

）
及

び
特

定
サ

ー
ビ

ス
産

業
実

態
調

査
を

統
合

し
、

中
間

年
経

済
構

造
統

計
を

作
成

す
る

た
め

の
基

幹
統

計
調

査
と

し
て

、
経

済
構

造
実

態
調

査
を

創
設

す
る

。

総
務

省
、

経
済

産
業

省

平
成

3
1
年

度
(
2
0
1
9

年
度

）
か

ら
実

施
す

る
。

・
商

業
統

計
調

査
、

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
向

調
査

（
拡

大
調

査
部

分
）

及
び

特
定

サ
ー

ビ
ス

産
業

実
態

調
査

を
統

合
し

、
中

間
年

経
済

構
造

統
計

を
作

成
す

る
た

め
の

基
幹

統
計

調
査

と
し

て
、

経
済

構
造

実
態

調
査

を
創

設
し

、
令

和
元

年
度

（
2
0
1
9
年

度
）

に
第

１
回

調
査

を
実

施
し

た
。

実
施

済
【

企
画

部
会

に
お

い
て

議
論

】

7
1
２

社
会

・
経

済
情

勢
の

変
化

を
的

確
に

捉
え

る
統

計
の

整
備

(
1
)

人
口

減
少

社
会

の
実

態
を

よ
り

的
確

に
捉

え
る

統
計

の
整

備

◎
人

口
動

態
調

査
に

つ
い

て
、

作
成

事
務

の
更

な
る

効
率

化
に

向
け

た
オ

ン
ラ

イ
ン

報
告

シ
ス

テ
ム

の
機

能
追

加
・

改
修

に
引

き
続

き
取

り
組

む
。

厚
生

労
働

省
平

成
3
1
年

度
(
2
0
1
9

年
度

）
中

に
実

施
す

る
。

・
オ

ン
ラ

イ
ン

報
告

シ
ス

テ
ム

の
利

便
性

向
上

及
び

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

強
化

を
図

る
た

め
、

次
の

取
組

を
実

施
し

た
。

①
Ｊ

Ａ
Ｖ

Ａ
（

Ｊ
Ｒ

Ｅ
）

イ
ン

ス
ト

ー
ル

を
必

要
と

し
な

い
簡

易
な

起
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

実
装

し
た

。
②

操
作

方
法

、
障

害
発

生
時

に
必

要
と

な
る

情
報

を
入

手
し

や
す

い
よ

う
に

オ
ン

ラ
イ

ン
報

告
シ

ス
テ

ム
専

用
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

構
成

を
見

直
し

た
。

次
期

シ
ス

テ
ム

更
改

に
向

け
、

作
成

事
務

の
更

な
る

効
率

化
に

取
り

組
む

予
定

。

実
施

・
検

討
予

定

【
企

画
部

会
に

お
い

て
議

論
】

1
2
0
３

 
グ

ロ
ー

バ
ル

化
に

対
応

し
た

統
計

整
備

・
国

際
協

力
等

の
推

進

○
統

計
に

関
す

る
国

際
比

較
可

能
性

の
更

な
る

向
上

を
図

る
観

点
か

ら
、

統
計

委
員

会
を

中
心

に
各

府
省

間
の

連
携

を
図

り
、

国
際

機
関

へ
の

情
報

発
信

や
国

際
機

関
に

お
け

る
統

計
関

係
の

議
論

・
調

整
状

況
な

ど
に

関
す

る
情

報
共

有
を

強
化

す
る

。

総
務

省
、

各
府

省

平
成

3
0
年

度
(
2
0
1
8

年
度

）
か

ら
実

施
す

る
。

・
各

種
の

統
計

に
関

す
る

国
際

会
議

、
国

際
機

関
及

び
諸

国
の

諸
情

報
を

府
省

等
間

に
お

い
て

緊
密

に
報

告
・

連
絡

し
合

う
と

と
も

に
、

国
際

協
力

の
推

進
に

関
す

る
事

項
に

つ
い

て
、

政
府

部
内

の
連

絡
及

び
調

整
並

び
に

検
討

を
行

う
こ

と
を

目
的

と
し

た
会

議
を

定
期

的
に

開
催

し
て

お
り

、
令

和
元

年
度

（
2
0
1
9
年

度
）

は
１

回
開

催
し

た
。

継
続

実
施

【
企

画
部

会
に

お
い

て
議

論
】

資
料

２
令

和
２

年
８

月
2
7
日

～
企

画
部

会
資

料

19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38




